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船舶衝突による債権の消滅時効の起算点
――商法 (運送・海商関係) 改正作業の進むなかで――












わが国商法 (明治 32 年法律第 48 号) は、船舶衝突に関して、わずかに
二ヶ条 ――船舶が双方の過失によって衝突した場合の損害の分担関係
























テノ規定ノ統一ニ関スル条約 (International Convention for the Unifica-
tion of Certain Rules Relating to Law with Respect to Collision between
Vessels, 1910) (大正 3 年条約第 1 号) (以下、「1910 年統一条約」とい
う) が、船舶衝突によって生じた債権の消滅時効について、同 7条 1項に
「損害賠償ノ請求権ハ事故アリタル日ヨリ二年ヲ以テ時効ニ罹ル」と定め
ていることとも相俟って、近時、議論の対象となることさえ皆無であった。
ところが、最高裁平成 17 年 11月 21日判決 (民集 59 巻 9 号 2611頁)







法制審議会商法 (運送・海商関係) 部会 (以下、「商法 (運送・海商関
係) 部会」という) では
( 3 )
、現在、平成 27 年 2月または 3月頃を一応の目
標として、中間試案の取り纏めに向けた審議が進められている。当然のこ









( 1 ) 山口地裁大正 7 年 5月 3日判決 (法律新聞 1449 号 21頁)、大阪地裁大正
10 年 10月 12日判決 (小町谷操三=井澤孝平編『商事判例集』1038頁 (岩
波書店、1934 年))。
( 2 ) 松本烝治「船舶衝突ニ因リテ生シタル債權ト時效起算点」法學新報 28 巻
4 号 78 頁 (1918 年)、島田國丸『船舶衝突論』211-212 頁 (巖松堂書店、
1925 年)、山戸嘉一『船舶衝突論』290-291 頁 (有斐閣、1931 年)、寺尾元
彦『商法原理 (第 5卷) 海商法』531頁 (巖松堂書店、1942 年)、小町谷操
三『船舶衝突法論 海商法要義 下巻二』247-248頁 (岩波書店、1949 年)、
森清『海商法原論』305頁 (有斐閣、第 24版、1960 年)、石井照久『法律学
全集 30 海商法』340 頁 (有斐閣、1964 年)、窪田宏『海商法 (商法講義
Ⅴ)〔第 2版〕』222頁 (晃陽書房、1984 年)、田中誠二『海商法詳論 増補
第 3版』525頁 (勁草書房、1985 年)、長谷川雄一『基本商法講義〔海商法〕
第 2版』233頁 (成文堂、1997 年)、清河雅孝「船舶の衝突」落合誠一=江
頭憲治郎編『日本海法会創立百周年祝賀 海法体系』454 頁 (商事法務、
2003 年)。







要綱を示されたい。」(諮問第 99 号) というものである。










第一が、山口地裁大正 7 年 5月 3日判決 (法律新聞 1449 号 21頁) (以























時効の起算点について、商法 798 条 2 項および民法 724 条に比して、商法












第二の裁判例として、大阪地裁大正 10 年 10月 12日判決 (小町谷操三
=伊澤孝平編『商事判例集』1038頁 (岩波書店、1934 年)) (以下、「大阪
地裁大正 10 年判決」という) がある。事実の概要は、次のとおりである。
運送業者Y (被告) は、X (原告) との間で締結した運送委託契約に基づ
き、Y所有の船舶において、X所有の物品を運送中の大正 8 年 5月 23日、
訴外 A所有の船舶と衝突、Y所有船舶およびその積荷のすべてが沈没し
た。Xは、当該衝突事故が、Yおよびその使用人の過失によるものであ
るとして、大正 9 年 12月 21日、Yに対して、みずからの物品の損害に
つき、債務不履行に基づく損害賠償を求める訴えを提起した。
大阪地裁大正 10 年判決は、「商法第六百五十一條〔現 798 条〕は其の損
害が財産上のものなるに於ては廣く船舶の衝突に因り生じたる債權に關す
る時效を定めたるものなるを以て〔略〕時效起算点は衝突のときに在りと
爲さざる可からず」と判示し、山口地裁大正 7年判決と同様、商法 798 条
1 項に規定する船舶衝突によって生じた債権の消滅時効の起算点が、船舶
衝突時であるとした。
(2) 最高裁平成 17 年判決







最高裁平成 17 年判決は、X所有の漁船M丸が、平成 11 年 6 月 5日午




【事実】平成 11 年 6 月 5日午後 9時頃、北海道東方沖の公海上において、
日本国籍を有する X (原告・控訴人・被上告人) 所有の漁船M丸 (総
トン数 9.89 トン) と、リベリア共和国法人 Y (被告・被控訴人・上告










第一審 (東京地裁平成 15 年 6 月 30日判決 (金融・商事判例 1242 号
45頁)) は、次のように判示し、Xの請求を棄却した。すなわち、「商






















とも「平成 12 年 10月 11日ころまでには本件事故の衝突相手船が P号
ではないかと疑うに足りるだけの客観的な情報は得ていたものと認めら
れ、その場合に、P号の所有者が Yであることを調査するについては、








原審 (東京高裁平成 16年 5月 27日判決 (民集 59 巻 9 号 2583頁))
もまた、第一審判決と同様、「本件事故による Xの Yに対する損害賠




商法 798 条 1 項は不法行為の消滅時効についての規定である民法 724 条
の特則となる規定であり、商法 798 条 1 項には時効期間のみ規定されて




点を平成 12 年 10月中旬と考えるにしても、X代理人は、Xの委任を
受けて、平成 13 年 4月 12日から同年 8月 1日までの間に合計 5回にわ
たり、〔略〕本件事故による賠償金債務の履行を催告した。そして、そ
の最後の催告は平成 13 年 8月 1日であり、Xは、そこから 6か月以内
の同年 11月 29日に本訴を提起しているのであるから、上記最後の催告
により Y 主張の時効は中断した。」旨主張している。同主張に対して、




















ようにするためであると解される (最高裁平成 8 年 (オ) 第 2607 号同
14 年 1月 29日第三小法廷判決・民集 56巻 1号 218頁参照)。船舶の衝
突によって損害を被った被害者が不法行為による損害賠償請求権を行使
する場合においても、同条の趣旨はそのまま当てはまる。
















































ば、民法 166条 1 項に規定する「権利を行使することができる時」とは、
従来、民法において解されているように、権利を行使し得る客観的要件を




























( 5 ) 商法 798 条 1 項に定める船舶衝突によって生じた債権の消滅時効の起算点
について、山口地裁大正 7年判決は、民法 166条 1項を適用し、船舶衝突時
としたと評価するものもあるが (舘内比佐志「判批」ジュリスト 1324 号
121 頁 (2006 年)、石田清彦「判批」損害保険研究 69 巻 1 号 317 頁 (2007
年))、その論旨からは、商法 798 条 1 項の解釈として、当然に船舶衝突時と
の結論を導き出したものと読める (箱井崇史「判批」平成 17 年度重要判例
解説 (ジュリスト 1313 号) 118頁 (2006年)、拙稿「判批」判例評論 579 号
(判例時報 1959 号) 210頁 (2007 年)、相原隆「判批」海事法研究会誌 196
号 20頁 (2007 年))。
( 6 ) 最高裁平成 17 年判決の評釈として、原田剛「判批」法学セミナー 51 巻 2
号 122 頁 (2006 年)、中舎寛樹「判批」NBL829 号 8 頁 (2006 年)、舘内・
前掲注 (5) 120頁、舘内比佐志「判批」法曹時報 58 巻 11 号 285頁 (2006
年)、箱井・前掲注 (5) 117 頁、拙稿・前掲注 (5) 208 頁、石田・前掲注
(5) 313頁、相原・前掲注 (5) 19頁、柴崎暁「判批」私法判例リマークス
34 号 54頁 (2007 年)、波床昌則「判批」平成 18 年度主要民事判例解説 (判
例タイムズ 1245 号) 107頁 (2007 年)、松田忠大「判批」早稲田法学 84 巻
1 号 165頁 (2008 年)、舘内比佐志「判批」最高裁判所判例解説民事篇平成
17 年度〔下〕853頁 (2008 年)、増田史子「判批」商事法務 1865 号 117頁
(2009 年)。
( 7 ) 松本・前掲注 (2) 78 頁、島田・前掲注 (2) 211-212 頁、山戸・前掲注
(2) 290-291 頁、寺尾・前掲注 (2) 531 頁、小町谷・前掲注 (2) 247-248
頁、森・前掲注 (2) 305頁、石井・前掲注 (2) 340 頁、窪田・前掲注 (2)
206 頁、田中・前掲注 (2) 525 頁、長谷川・前掲注 (2) 233 頁、清河・前
145(712)
掲注 (2) 454 頁、拙稿・前掲注 (5) 211 頁、相原・前掲注 (5) 25 頁、箱
井崇史『基本講義 現代海商法』187頁 (成文堂、2014 年)、松田忠大『船
舶衝突責任法の課題と展開』189頁 (成文堂、2014 年)。
( 8 ) 松本・前掲注 (2) 78頁、石井・前掲注 (2) 340頁、長谷川・前掲注 (2)
233 頁、清河・前掲注 (2) 454 頁、拙稿・前掲注 (5) 211 頁、相原・前掲





( 9 ) 島田・前掲注 (2) 211-212 頁、山戸・前掲注 (2) 290-291 頁、寺尾・前
掲注 (2) 531 頁、小町谷・前掲注 (2) 247-248頁、窪田・前掲注 (2) 206
頁。
(10) 島田・前掲注 (2) 212頁、山戸・前掲注 (2) 291頁、寺尾・前掲注 (2)
531頁、小町谷・前掲注 (2) 248頁、窪田・前掲注 (2) 206 頁。
(11) 小町谷操三『商法講義 卷三 (海商) 』242頁 (有斐閣、1944 年)、村田
治美『体系海商法 (二訂版) 』269頁 (成山堂書店、2005 年)、舘内・前掲
注 (6) 最高裁判所判例解説民事篇平成 17 年度〔下〕865頁。ただし、小町
谷・前掲注 (11) 242頁は、小町谷・前掲注 (2) 247-248頁において改説し
ている。
(12) 小町谷・前掲注 (11) 242頁、村田・前掲注 (11) 269頁、舘内・前掲注
(6) 最高裁判所判例解説民事篇平成 17 年度〔下〕865頁。

















(14) 松本・前掲注 (2) 80-81 頁、島田・前掲注 (2) 213 頁、山戸・前掲注
(2) 290頁。小町谷・前掲注 (2) 248頁は、これを改説の理由に挙げる。
Ⅲ おわりに
1 小括














先頃、法制審議会民法 (債権関係) 部会 (以下、「民法 (債権関係) 部


























































































さらに、平成 26年 9月 10日に開催された商法 (運送・海商関係) 部会
第 5回会議では、同部会資料 5 として、「商法 (運送・海商関係) 等の改
正に関する論点の検討 (4)」(以下、「商法 (運送・海商関係) 部会資料
5」という) が提示された。商法 (運送・海商関係) 部会資料 5 では、運
送法制研究会報告書と同様の理由をもって、「船舶の衝突を原因とする不
法行為による損害賠償の請求権 (財産上の損害に係るものかどうかを問わ





























































は、商法 798 条 1 項に定める船舶衝突によって生じた債権の消滅時効の起

















しかしながら、商法 798 条 1 項に定める短期の消滅時効期間については、





























商法 (運送・海商関係) 部会資料 5 も、運送法制研究会報告書と同様の















平成 26年 9月 10日に開催された商法 (運送・海商関係) 部会第 5回会

































説とも立場を同じくするものである。商法 798 条 1 項は、「共同海損又ハ
船舶ノ衝突ニ因リテ生シタル債権ハ一年ヲ経過シタルトキハ時効ニ因リテ
消滅ス」と定めている。ここに「船舶ノ衝突ニ因リテ生シタル債権」をめ







798 条 1 項が適用されるとする積極説が、従来、通説となっている
(57)
。
商法 798 条 1 項に定める「船舶ノ衝突ニ因リテ生シタル債権」の範囲を
めぐる判例と通説との相違は、かかる消滅時効の起算点と同様、船舶衝突
に関する商法規定の不完全性に起因する。そこで、運送法制研究会報告書



























。商法 798 条 1 項に規定する船舶衝突によって生じた債権
の消滅時効期間の妥当性については、その適用範囲を含め、改めて論ずる。
注





がなされている (箱井・前掲注 (5) 118頁、拙稿・前掲注 (5) 211頁、相
原・前掲注 (5) 25頁、松田・前掲注 (7) 187頁)。
(16) 原田・前掲注 (6) 122頁。
(17) 要綱仮案第 7-1 によれば、債権の消滅時効における原則的な時効期間と起







(2) 権利を行使することができる時から 10 年間行使しないとき。
(注) この改正に伴い、商法第 522 条を削除するものとする。」(要綱仮案
第 7-1)。
(18) 要綱仮案による提案は、次のとおりである。「4 不法行為による損害賠償






(2) 不法行為の時から 20 年間行使しないとき。」(要綱仮案第 7-4)。
(19) 要綱仮案第 7-「5 生命・身体の侵害による損害賠償請求権の消滅時効
人の生命又は身体の侵害による損害賠償の請求権について、次のような規
律を設けるものとする。
(1) 4 (1) に規定する時効期間を 5年間とする。
(2) 1 (2) に規定する時効期間を 20 年間とする。」(要綱仮案第 7-5)。
(20) ｢民法 (債権関係) の改正に関する中間試案 (概要付き)」第 7-5、民法
(債権関係) 部会資料 69A・前掲注 (13) 第 1-5、民法 (債権関係) 部会資
料 78A「民法 (債権関係) の改正に関する要綱案のたたき台 (12)」第 2-3
参照。






――総則・物権・債権〔第 2版追補版〕』320頁 (日本評論社、2010 年)。
(23) 供託者と被供託者の間で争いのある弁済供託金の返還請求権について、
「権利の性質上、その権利行使が現実に期待のできるものであることも必要
である」と判示した最高裁昭和 45 年 7月 15日大法廷判決 (民集 24 巻 7 号
771頁) をはじめ、最高裁平成 8 年 3月 5日判決 (民集 50 巻 3 号 383頁)、














請求権の消滅時効の起算点 ――民法 (債権関係) 改正を射程にして――」
生命保険論集 183 号 70頁 (2013 年))。
(24) 松久・前掲注 (21) 法律時報 86巻 12 号 58-59頁。















両者に対して、平泉貴士「船舶衝突と消滅時効 (2・完) ――商法 (運
送・海商関係) 改正を契機として――」海事法研究会誌 225 号 10-13 頁
(2014 年) は、商法 798 条 1 項に定める船舶衝突によって生じた債権の消滅
時効の起算点について、「立法の沿革および理論構成から、民法 166条 1 項
適用説が妥当である。同条の解釈において、現在の通説・判例の立場である
現実的期待可能性説からは、衝突時説の結論は導かれない」と主張するとと





(26) 柴崎・前掲注 (6) 57頁、増田・前掲注 (6) 120頁、平泉・前掲注 (25)
10頁。
(27) 平成 26年 4月 26 日に開催された同部会第 1回会議では、審議に先立ち、





害及び加害者を知った時から 1年とされる商法第 798 条第 1項 (最高裁平成
17 年 11月 21日第二小法廷判決・民集 59 巻 5 号 530頁〔ママ〕参照) を改
め、事故発生の日から 2年とするなど、商法の規律を上記条約に合わせるこ
とが考えられるが、どうか。」とある (商法 (運送・海商関係) 部会資料 1・
前掲注 (4) 第 2-3)。





(29) 運送法制研究会報告書 86 頁 (商事法務研究会、2013 年)。
(30) 運送法制研究会報告書・前掲注 (29) 84頁。わが国では、衝突船のいず
れもが日本船である場合は、商法が適用されるが、一方が締約国の外国船で





(31) 運送法制研究会報告書・前掲注 (29) 86-87頁。
(32) 商法 (運送・海商関係) 部会資料 5「商法 (運送・海商関係) 等の改正に
関する論点の検討 (4)」第 1-2 (1)。
(33) 島田・前掲注 (2) 210 頁、山戸・前掲注 (2) 281 頁、小町谷・前掲注
(2) 241頁、松波港三郎「船舶衝突」鈴木竹雄=大隅健一郎編『総合判例研
究叢書商法 (一) 』95頁 (有斐閣、1956年)。
(34) 島田・前掲注 (2) 210頁、山戸・前掲注 (2) 281頁、相原・前掲注 (5)
23頁、箱井・前掲注 (7) 186-187頁、松田・前掲注 (7) 181頁。
157(700)
(35) 要綱仮案・前掲注 (17) 第 7-1。
(36) 商法 (運送・海商関係) 部会資料 5・前掲注 (32) 第 1-2 (1)・第 1 (説
明) 3 (1)。
(37) 船舶衝突の定義については、船舶と船舶が、水において接触し、損害を生
ずることに異論はない (松波仁一郎『日本海商法 第 2版』917頁 (有斐閣、
1917 年)、北澤宥勝『船舶衝突論』1頁 (文雅堂、1923 年)、島田・前掲注
(2) 24頁、山戸・前掲注 (2) 14頁、鳥賀陽然良『海商法』475頁 (弘文堂、
1937 年)、森・前掲注 (2) 287頁、小町谷・前掲注 (11) 235頁、田中・前
掲注 (2) 506 頁、戸田修三『海商法〔新訂第 5版〕』243頁 (文真堂、1990
年)、重田晴生=志津田一彦=中元啓司=伊藤敦司編『現代企業法講義 6
海商法』236 頁〔重田晴生〕 (青林書院、1994 年)、栗田和彦『海商法講義』
236 頁 (関西大学出版部、1996年)、清河・前掲注 (2) 430頁)。
(38) 箱井・前掲注 (5) 118頁。松田・前掲注 (7) 183頁は、「船舶衝突は、立
場互換性のある特殊な当事者に関わるものであり、他の不法行為訴訟とは異
なって、被害者保護の要請は強く働かないものと考える。」。




























(42) 北澤・前掲注 (37) 139頁、島田・前掲注 (2) 210頁、山戸・前掲注 (2)
281 頁、田中耕太郎『海商法講義要領』169頁 (1932 年)、森・前掲注 (2)
305 頁、石井・前掲注 (2) 340 頁、拙稿・前掲注 (5) 211 頁、相原・前掲
注 (5) 23頁、箱井・前掲注 (7) 187頁。こうした批判に対して、小町谷・
前掲注 (2) 242頁は、「交通及び通信機関の発達とを考へると、その期間は
一年で恐らく充分である」とする。
(43) 森・前掲注 (2) 305 頁、石井・前掲注 (2) 340 頁、拙稿・前掲注 (5)









る時稀なりとせず」との主張もある (島田・前掲注 (2) 210頁)。
(44) 運送法制研究会報告書・前掲注 (29) 86 頁。
(45) 運送法制研究会報告書・前掲注 (29) 86 頁。
(46) 運送法制研究会報告書・前掲注 (29) 86-87頁。相原・前掲注 (5) 23頁




(47) 商法 (運送・海商関係) 部会資料 5・前掲注 (32) 第 1-2 (1)。
(48) 商法 (運送・海商関係) 部会資料 5・前掲注 (32) 第 1-2 (1)。
(49) 商法 (運送・海商関係) 部会資料 5・前掲注 (32) 第 1 (説明) 3 (1)。
(50) 商法 (運送・海商関係) 部会第 5回会議議事録 (以下、「第 5回会議議事
録」という) 7頁 (箱井崇史幹事の発言)。
(51) 第 5回会議議事録・前掲注 (50) 7頁 (田中伸一幹事の発言)。
(52) 第 5回会議議事録・前掲注 (50) 9頁 (雨宮正啓幹事の発言)。
(53) 運送法制研究会報告書・前掲注 (29) 86 頁、商法 (運送・海商関係) 部
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会資料 5・前掲注 (32) 第 1-2 (1)。
(54) 商法 (運送・海商関係) 部会資料 5・前掲注 (32) 第 1 (説明) 3 (1)。





(56) 前掲の大阪地裁大正 10 年判決も、その一つである。また、同説を支持す
るものとして、住田正一『海商法通論』208頁 (巖松堂書店、第 3版、1926
年)、松本烝治『海商法』197 頁 (巖松堂書店、第 22 版、1928 年)、長谷
川・前掲注 (2) 233頁。
(57) 松波仁一郎「船舶衝突ノ身体損害債権ノ消滅時効ヲ論ス」法学協会雑誌
37 巻 7 号 (1919 年)、小町谷・前掲注 (2) 241 頁、石井・前掲注 (2) 339
頁、加藤勝郎「判批」海事法判例百選〔増補版〕 (別冊ジュリスト 42 号)
153 頁 (1973 年)、伊沢和平「判批」商法 (保険・海商) 判例百選 (別冊
ジュリスト 55 号) 184 頁 (1977 年)、窪田・前掲注 (2) 222 頁、田中・前
掲注 (2) 525頁、中村眞澄『海商法』258頁 (成文堂、1990 年)、清河・前
掲注 (2) 454 頁、村田・前掲注 (11) 269 頁、箱井崇史編『船舶衝突法』
132頁〔松田忠大〕(成文堂、2012 年)。
(58) 運送法制研究会報告書・前掲注 (29) 86 頁。
(59) 商法 (運送・海商関係) 部会資料 5・前掲注 (32) 第 1-2 (1)。
(60) 平泉貴士「船舶衝突と消滅時効 (1) ――商法 (運送・海商関係) 改正を
契機として――」海事法研究会誌 224 号 9頁 (2014 年)。
(61) 清河・前掲注 (2) 455頁は、「船舶衝突の定義、双方過失による船舶衝突
の損害の分担を巡る解釈論の緻密さは、解釈学の美の境地に達しており、日
本の法文化として先進諸国を凌駕しているといえよう。」と評価する。
(平成 26年 11月 30日脱稿)
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